
1

平成２９年度 保健福祉部 経営計画書

職・氏名 経 営 方 針 経 営 資 源

保健福祉部長

谷本 憲子

●使命

保健福祉部は、妊娠期から乳幼児、高齢者、障がい者の方々

等が、住み慣れた地域で、笑顔で暮らすことができるように、

健康づくりの推進、各種福祉・介護サービスの充実を図るとと

もに、関係者の連携を深め、共に支えあう地域づくりを大切に

した保健福祉行政を推進します。

●基本方針

①障がい者や生活困窮者が自立し活躍できるよう、相談体制を

強化するとともに、就労支援体制の充実を図ります。

②子育て環境を一層充実するとともに、地域の関係機関や行政

機関とのネットワークを充実することによって、妊娠期から

子育て期にわたる切れ目ない支援を推進していきます。

③市民が自分らしい豊かな人生を送ることができるよう、地域

ぐるみで心と体の健康づくりを推進します。

④高齢者が安心して元気に生活できるよう、新たな介護保険制

度の体制を充実します。

⑤誰もが住み慣れた自宅や地域で安心して暮らし続けるまちを

目指して、地域包括ケアシステムの充実に努めます。

所 管 課

福祉課・子育て支援課（公立保育園）・

健康づくり推進課（子ども包括支援セ

ンター）・いきいき長寿課・トータルサ

ポートセンター

人 員
正職員 臨時職員 合計

１１０人 １２２人 ２３２人

一般会計 ４，５６６，７１０ 千円

特別会計 ４，３００，２８２ 千円

計 ８，８６６，９９２ 千円

（うち人件費） （ ７５５，８６７ 千円）
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

1

生活困窮者自立

支援事業の支援

及び実施

自立相談支援事業及び家計相

談支援事業を、委託先の社会福

祉協議会と連携し運営を支援し

ます。

また、就労準備支援事業を実

施し、就労能力が低いなどの課

題を抱える者に対して、就労の

機会を提供し、就職活動等の総

合的な支援や就労体験等を通じ

て最終的に一般就労に結びつ

け、自立を促進します。

生活困窮者に対する第2の

セーフティネットとして設置

した生活相談支援センターの

利用促進や運営を支援しま

す。また、生活相談支援セン

ターとの連携により就労支援

を実施し、生活困窮者の生活

が安定するよう努めます。

・目標就労者数 年間20人

Ｈ29年度より相談

対応の増加に対し

て、職員3人となる

よう委託料を増額

しました。

9月末 就労者数

8人

生活相談支援セン

ターと連携し、事業

を実施しています。

相談の受付件数及

び支援回数は前年

度と同程度となっ

ています。

1月末 就労者数

11人

生活相談支援セン

ターと連携し、事業

を実施しました。

就労者数は13人で、

目標は達成できま

せんでしたが、相談

の受付件数及び支

援回数は前年度と

同程度で、支援対象

者一人ひとりとの

信頼関係を築き、き

め細かい支援に努

めました。

3月末 就労者数

13 人
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

2

子育て環境の充

実

子育て関連施設の整備を推進

します。

福田保育園の園舎拡張整備

を行い、平成30年4月からの受

け入れ準備を行います。

長船東保育園での0歳児か

らの受け入れ等、保育施設の

改修を行い、安全、安心に受

け入れができる施設改修を行

います。

放課後児童クラブについて

は、小学校６年生までが受け

入れ対象となったことから、

施設の新設を行い、平成30年4

月からの受け入れ準備を行い

ます。

１箇所

耐震基準を満たしていない

施設については、その代替策

を速やかに検討し、対応を推

進します（裳掛児童館、放課

後児童クラブ）。

施工業者が決定

し、10月より工事を

進めていきます。

施設改修につい

ては、9月末で工事

を完了しました。

現在、設計を進め

ています。年度末の

完成を目指します。

代替策として、移

転の方針とし、候補

地を決定しました。

今後は関連業務を

進めていきます。

現在工事を行っ

ており、3月末の完

成を予定していま

す。

達成済み

施工業者が決定

し、順次工事を進め

ていきます。

3 月末の完成を目

指していましたが、

4 月以降に完成する

予定となりました。

裳掛児童館につ

いては、新施設の設

計の準備を行って

います。

放課後児童クラ

ブについてはクラ

ブの状況を踏まえ、

新年度に向けた準

備を進めています。

工事は完了し、新

たに0歳児、1歳児あ

わせて23人の受け

入れを確保しまし

た。

達成済み

行幸地区に建設

を進め、平成 30 年 3

月末の完成を目指

していましたが、平

成 30 年 5 月頃に完

成する予定となり

ました。

裳掛地区の新施

設については、認定

こども園と放課後

児童クラブを一体

的に整備すること

とし、設計を進めて

います。

放課後児童クラ

ブについてはクラ

ブの状況を踏まえ、

新年度に向けた準

備を進めています。
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放課後児童クラブの運営のあ

り方についての改善を進めま

す。

子育ての孤立化や児童虐待を

予防するため、関係機関との情

報共有会議を実施し、安心して

子育てできる環境づくりに努め

ます。

保護者会運営方式のクラブ

運営について、指定管理者制

度の導入の検討を行い、平成

31年4月までにはクラブの運

営のあり方を見直し、改善を

目指します。

クラブの運営に寄与できる

ハンドブックの作成協議を引

き続き行います。

警察、児童相談所、教委等

と情報を共有しながら、見守

りを行います。また、その中

で改善方策を協議し、状況の

改善に努めます。

定期的にクラブ

の代表者と協議を

行っています。

指定管理者制度

導入に向けて、議論

を深めていきます。

指定管理者制度

導入の議論の中で、

必要性を検討して

います。

引き続き、関係機

関との情報共有を

図りながら、改善方

策を協議していま

す。

また、見守りが必

要な方については、

現在の状況確認を

行い、状況に応じた

対応を行っていま

す。

8月からこれまで

に4回協議を重ね、

指定管理者制度導

入に向け、具体的な

協議を行っていま

す。

引き続き指定管

理者制度導入の議

論の中で、必要性を

検討しています。

引き続き、関係機

関との情報共有を

図りながら、改善方

策を協議していま

す。

また、現在見守り

を行っている全て

の方の現状確認を

行いつつ、状況に応

じた対応や支援を

行っています。

8月からこれまで

に5回協議を重ね、

指定管理者制度導

入に向けた内容を

取りまとめました。

また、関係条例の

制定を行いました。

指定管理者制度

導入に伴い、導入後

に改めて必要性を

検討します。

年 12 回の関係会

議や、個別ケース会

議を随時開催し、そ

の改善方法を協議

しました。

見守りが必要な

方については、年度

当初より若干減少

しました。引き続き

状況に応じた対応

や支援を行ってい

ます。
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

3

子どもから高齢

者まで、心と体の

健康づくりの推

進

子ども包括支援センターが関

係機関との連携を図りながら、

妊娠期から子育て期にわたる

までの切れ目ない相談支援を実

施します。

地域住民との協働により安心

して子育てができる地域づくり

を目指します。

発達に課題を抱える子どもが

安心して生活できるよう、臨床

心理士が相談支援を行います。

働き盛りの年齢の方が受診し

やすいよう、各種がん検診を日

曜日や夕方に実施します。

また、要精検と判定された方

に対し精密検査の受診勧奨を強

化します。

対象別相談支援件数

・妊婦の訪問・相談件数

訪問60人、相談200件

・乳児家庭全戸訪問

対象者約220人

子育て広場の開催

開催回数・参加者数

小規模 5回・延100組

大規模 2回・延250組

子育て広場応援隊養成講座

開催回数7回

臨床心理士による相談

実人数 70人

延人数 140人

胃、大腸、肺、子宮、乳がん

の各がん検診受診率の目標

前年比1％の増

＜H28年度 受診率＞

胃がん 11.0％

大腸がん 10.7％

肺がん 12.0％

子宮がん 23.7％

乳がん 21.7％

胃、大腸、肺、子宮、乳がん

の各がん検診精検率の目標

90％

妊婦の訪問 11人

妊婦の相談 151件

乳児家庭全戸訪問

4月～9月出生98人

うち76人訪問済み

子育て広場

小規模 3回・延69組

大規模 未実施

子育て広場応援隊

養成講座 4回

発達相談支援

実 99人

延 147人

検診期間中のため

受診率は算出でき

ません。

検診期間中のため

精検率は算出でき

ないが、医療機関か

妊婦の訪問 18人

妊婦の相談 212件

乳児家庭全戸訪問

4月～1月出生157人

うち133人訪問済み

（来所面接6人含）

子育て広場

小規模 5回延113組

大規模 2回延 65組

子育て広場応援隊

養成講座 7回

発達相談支援

実 135人

延 223人

検診期間中のため

受診率は算出でき

ません。

がん検診精検受診率

胃がん 89.1％

肺がん 33.3％

妊婦の訪問 22人

妊婦の相談 257件

乳児家庭全戸訪問

4月～3月出生194人

うち186人訪問済み

（来所面接6人含）

子育て広場

小規模 5回延113組

大規模 2回延 65組

子育て広場応援隊

養成講座 7回

発達相談支援

実 164人

延 266人

＜地域保健・健康増進

事業報告による受診

率 H29 推計値＞

胃がん 11.5％

大腸がん 9.5％

肺がん 10.3％

子宮がん 23.6％

乳がん 21.9％

がん検診精検受診率

胃がん 91.6％

肺がん 33.3％
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潜在の心を病んだ方や家族が

相談につながるように、こころ

の健康に関する普及啓発を行い

ます。

愛育委員・栄養委員の心や身

体の健康づくりに関する研修等

を充実し、地域住民の健康づく

りを推進します。

妊婦・子ども・成人・高齢者

対象に、歯及び歯周疾患の予防

啓発活動を行います。

こころの健康相談（12回）

新規利用者の相談 10人

保健師による相談（随時）

研修等の開催回数，参加者数

愛育：115回、延1,800人

栄養： 60回、延1,000人

地域で愛育委員・栄養委員が

実施した健康づくり活動に参

加した住民数

愛育：11,500人

栄養： 7,500人

歯及び歯周疾患の予防啓発

に関する健康教育又は保健指

導を行う。

妊婦対象 3回 延30人

子どもの親対象

19回 延210組

成人対象 19回 延450人

高齢者対象

20回 延900人

ら報告が無い対象

者に対して、精密検

査受診状況票を発

送し確認に努めて

います。

こころの健康相談

6回

新規利用者の相談

6人

保健師による相談

延44人（面接）

愛育委員

119回 延2,226人

栄養委員

21回 延480人

愛育委員

延13,987人

栄養委員

延1,611人

マタニティ教室に

て妊婦対象に指導

1回 1人

（出前健口講座）

子育て支援センタ

ー 2回 延31組

愛育委員

2回 延38人

サロン・老人クラブ

5回 延71人

大腸がん77.5％

子宮がん83.3％

乳がん※95.8％

※マンモグラフィ

での要精検

こころの健康相談

10回

新規利用者の相談

13人

保健師による相談

延101人（面接）

愛育委員

120回 延2,276人

栄養委員

41回 延795人

愛育委員

延14,087人

栄養委員

延3,818人

マタニティ教室に

て妊婦対象に指導

2回 延4人

（出前健口講座）

子育て支援センタ

ー 2回 延31組

愛育委員

2回 延38人

サロン・老人クラブ

10回 延121人

大腸がん82.7％

子宮がん94.4％

乳がん※98.6％

※マンモグラフィ

での要精検

こころの健康相談

12回

新規利用者の相談

13人（延32人）

保健師による相談

延156人（面接）

愛育委員

122回 延2,369人

栄養委員

53回 延1,016人

愛育委員

延14,755人

栄養委員

延 6,191 人

マタニティ教室に

て妊婦対象に指導

3回 延6人

子どもの親（育児相

談・支援センター）

22回 延127組

成人（愛育委員・福

祉委員・一般）

4回 延142人

サロン・老人クラブ

13回 延200人
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

4

高齢者福祉の推

進

地域密着型の介護事業所を整

備します。

高齢者福祉計画・第７期介護

保険事業計画を策定します。

介護サービス介護給付の適正

化を推進します。

高齢者の住み慣れた地域で

の在宅生活を支え、充実させ

ることを目的に、医療ニーズ

の高い利用者にも対応できる

地域密着型サービスの事業所

1か所を施設整備します。

高齢者が生きがいをもって

住み慣れた地域で暮らせるよ

う、地域の実情に応じた計画

的な施策の推進のため、計画

の策定を行います。

事業者指導の推進を図りま

す。

地域密着型サービス実地指

導事業所数

12事業所

認定調査員の調査の平準化

及び質の向上・安定を目指し

ます。

認定調査員現認研修 1回

プロポーザル方

式にて事業者が決

定しました。

事業者には、事業

費補助金の着手承

認後、速やかに施設

整備に着手してい

ただく予定です。

介護保険事業計

画策定委員会（6月、

9月）県のヒアリン

グ（8月、9月）で、

7期計画に関する意

見をいただきまし

た。

今後、その意見を

反映し、計画策定を

進めていきます。

10月から 1月ま

で、地域密着型サー

ビス実施事業所の

実地指導を行う予

定にしています。

13事業所

認定調査員現認

研修は1月に参加の

予定です。

事業者が、小規模

多機能型居宅介護

施設の年度内完成

を目指し、施設を建

設中です。

12月26日から1月23

日までパブリック

コメントを実施し

ました。2月に今年

度最後の介護保険

事業計画策定委員

会を実施し、計画の

完成を目指します。

地域密着型サー

ビス実施事業所の

実地指導は、すべて

終了しました。

13事業所

認定調査員現認

研修は1月12日に参

加しました。

12人参加

美和地区に小規

模多機能型居宅介

護施設が完成しま

した。

開設準備中で、平

成３０年６月開設

を目指します。

高 齢 者 福 祉 計

画・第７期介護保険

事業計画を策定し

ました。

地域密着型サービ

ス実施事業所の実

地指導は、すべて終

了しました。

13事業所

認定調査員現認

研修は1月12日に参

加しました。

12人参加
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介護予防・日常生活支援総合

事業を通じた地域づくりに努め

ます。

介護予防・日常生活支援総合

事業について、関係機関で情報

を共有しながら、支援内容、取

組み方法等の見直しを行いま

す。

生活支援・介護予防サービス提

供主体等協議体委員 13 人

委員会開催回数 2回

地域包括支援センターにコ

ーディネータを配置し、連携を

行いながら地域づくりを行っ

ていきます。

はつらつ教室（新規）10 カ所

参加目標実人数 120 人

生活支援・介護予防

サービス提供主体等

協議体は12月に実施

する予定です。

介護予防の地域の受

け皿として、地域包

括支援センターのコ

ーディネータと連携

し、はつらつ教室の

立ち上げ支援を行い

ました。

はつらつ教室（新規）

9カ所

参加人数 161人

生活支援・介護予

防サービス提供主体

等協議体は2月に実

施する予定です。

介護予防の地域の

受け皿として、はつ

らつ教室の立ち上げ

支援を行いました。

はつらつ教室（新規）

19カ所

参加人数 324人

生活支援・介護予

防サービス提供主体

等協議体会議を 2 月

に開催し、情報共有

を図りました。

生活支援・介護予防

サービス提供主体等

協議体委員 13 人

開催回数 1回

介護予防の地域の

受け皿として、はつ

らつ教室の立ち上げ

支援を行いました。

はつらつ教室（新規）

22カ所

参加人数 359人

はつらつ教OB会

62カ所
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重点項目 内容 成果目標 9月末の進捗状況 1月末の進捗状況 3月末の達成状況

5

保健、福祉、医療

連携の深化・推進

できる限り住み慣れた自宅や

地域で安心して暮らし続けなが

ら、必要な医療や福祉サービス

を受けられるような、地域ネッ

トワークの充実強化を推進しま

す。

地域包括ケアシステムを踏ま

えた在宅医療・介護推進につい

て、市民・地域住民への普及啓

発を行います。

関係部署・関係機関との協働

により作成した地域包括ケア実

行計画に基づき、年次目標が達

成できるよう多職種との連携調

整を図ります。

関係機関との機能・役割・連

携等運営体制の整備を図りま

す。

市内の医療・福祉・介護関係

機関が連携を深められるよ

う、多数の関係機関が参加で

きる専門職研修会等を実施し

ます。

１研修会あたり市内関係機関

参加目標率

医療機関 20％

介護福祉機関 35％

延参加目標人数 300人

認知症初期集中支援

チーム員会議開催

24 回/年

在宅医療介護推進の市民講

座、研修会等を開催します。

市民講座、出前講座、研修

会等 10 回

延参加目標人数 300 人

市在宅医療・福祉・保健連携

推進協議会（ケアネットせと

うち）で、地域包括ケア実行

計画等の進捗、取組状況の報

告、情報交換を行います。

協議会会議 4回

延参加目標人数 100 人

瀬戸内市民病院ほか、市内

の医療・福祉・介護関係機関

が連携できる意見調整や相談

体制の整備を図ります。

認知症初期集中支

援チーム員会議開

催 8回

市民講座・出前講座

の開催 8回

延参加人数 269 人

市在宅医療・福祉・

保健連携推進協議

会（ケアネットせと

うち）開催

協議会会議 2回

参加人数 55 人

専門職研修会の開

催 3回

延参加人数 296 人

１研修会あたりの

市内関係機関参加

率

医療機関 12.8%

介護福祉 39.5%

延参加人数 296 人

認知症初期集中支

援チーム員会議開

催 11 回

市民講座・出前講座

の開催 8回

延参加人数 269 人

市在宅医療・福祉・

保健連携推進協議

会（ケアネットせと

うち）開催

協議会会議 3回

延参加人数83人

専門職研修会の開

催 3回

延参加人数 296 人

１研修会あたりの

市内関係機関参加

率

医療機関 12.8%

介護福祉 39.5%

延参加人数 296 人

認知症初期集中支

援チーム員会議開

催 14 回

市民講座・出前講座

の開催 8回

延参加人数269人

市在宅医療・福祉・

保健連携推進協議

会（ケアネットせと

うち）開催

協議会会議 4回

延参加人数111人
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在宅医療・地域福祉連携に

係る会議開催 24 回

延参加目標人数 130 人

医療・福祉・介護関係機関と

の個別対応目標件数

350 件 /年

在宅医療・地域福祉

連携に係る会議開

催 13 回

参加人数 120 人

医療・福祉・介護関

係機関との個別対

応件数 197 件

在宅医療・地域福祉

連携に係る会議開

催 24 回

延参加人数 230 人

医療・福祉・介護関

係機関との個別対

応件数 386 件

在宅医療・地域福祉

連携に係る会議開

催 29回

延参加人数 299 人

医療・福祉・介護関

係機関との個別対

応延件数 499 件


